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IPCC 1.5°C 特別報告書 
 

気候変動の脅威や持続可能な発展及び貧困
撲滅の努力への世界的な対応を強化すると
の観点から、産業革命以前の水準比で1.5℃

の地球温暖化の影響、並びに関係する世界
の温室効果ガス(GHG)排出経路に関する特別

報告書 
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報告書に関わった人々 

執筆者 91名、40ヵ国から参加 

執筆貢献者 133名 

評価した文献 6000件 査読者 1 113 名 

コメント 42 001 件 



1.5℃の地球温暖化を
理解すること 
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今どこにいるか? 
 
産業革命以前に比べて、人間活動によって約1℃世界平
均気温は上昇した（可能性の高い範囲は0.8℃から
1.2℃）。 

• 既に、人々、自然や人間活動に影響が現れている 
（異常気象、海面上昇、北極の海氷減少など）。 

• このままの率で温暖化が進めば、2030年から
2052年の間に気温は1.5℃上昇すると予想される。 

• 過去の排出量だけでは1.5℃を超える可能性は低
い。 
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予想される気候変動、 
その影響の可能性と 
これに伴うリスク 
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1.5℃温暖化した場合の影響 

• 熱波や豪雨については、極端現象が少なくなる。 

• 2100年までの海面上昇は10㎝程度少ないが、数
世紀にわたって上昇は続く。 

• 海面上昇によって影響を受ける人数は１千万人少
なくなる。 

2℃上昇と比べて、1.5℃上昇の場合は： 
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1.5℃温暖化した場合の影響 

2℃上昇と比べて、1.5℃上昇の場合は： 

• 生物多様性のロスや種の絶滅はより少ない。 

• トウモロコシ、コメ、小麦の生産量の減少の割合が
少なくなる（特に東南アジア、中央アメリカ、南アメリ
カ）。 

• より厳しい水不足にさらされる世界人口が50％少
なくなる。 

7 

Jason Florio / Aurora Photos 



1.5℃温暖化した場合の影響 

2℃上昇と比べて、1.5℃上昇の場合は： 

• 漁業への影響や、漁業で生計をたてている人々の
暮らしへのリスクが少なくなる。 

• 2050年までに、気候に関連したリスクや貧困の影
響を受けやすい人々の数は数億人少なくなる 
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SPM2| 

Confidence level for transition: L=Low, M=Medium, H=High and VH=Very high 

How the level of global warming affects impacts and/or risks 
associated with the Reasons for Concern (RFCs) and selected 
natural, managed and human systems 

人々、経済、エコシステムへの気候変動影響や
リスクを示す懸念の理由（RFCs） 

特定の自然、管理された、あるいは社会システムへの影響とリスク 

遷移に関連した確信レベル：L（低い）、M（中程
度）、H（高い）、VH（非常に高い） 
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1.5℃の地球温暖化と整合す
る排出経路とシステムの転換 
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温室効果ガス排出経路 

• CO2以外の温室効果ガスを削減することは、大気

汚染を改善し、直接的、短期的に健康に良い影響
を与える。 

2℃の場合は20％の削減 

2℃の場合は2075年頃 
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• 気候変動を1.5℃に抑えるためには、2030年まで
にCO2排出量を約45％削減する必要がある
（2010年のレベルに比べて） 

• 気候変動を1.5℃に抑えるためには、CO2排出量
は2050年頃までにほぼ「正味ゼロ」にする必要が
ある。 



温室効果ガス排出経路 

• 気候変動を1.5℃に抑えるには、これまでにないス
ケールが必要とされる。 

すべての部門での排出量の削減 

様々な技術の採用 

行動様式の変化 

低炭素オプションへの投
資の増加 
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温室効果ガス排出経路 

• 再生可能エネルギーの進展は、他のセクターに反
映される必要がある 

• 大気中からCO2を除去することを始める必要があ
る。 

• 食料安全保障、エコシステムと生物多様性につい
て合わせて考える必要がある。 
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温室効果ガス排出経路 

• これまでの各国の約束だけでは、気候変動を1.5℃
に抑えるには不十分。 

• 気温が1.5℃より上昇するのを抑えるには、CO2排
出量を2030年より前にかなり減少させる必要があ
る。 
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SPM1| 
気温上昇を15℃に抑える確率 

気温の最高値はCO2の正味累積排出量とCO2以外の正味温室効

果ガスの放射強制力（メタン、亜酸化窒素、エアロゾルやその他
の人為起源による放射強制力）によって決まる。 

a) 観測された世界の気温変化と簡略化した人為的温室効果ガス排出量と放射強制力の経
路に対応した気温の推計値 

1850－１９００年からの世界平均気温の変化（℃） 

世界CO2排出量は2055年に正味ゼロ。CO2以外のガスに
よる正味放射強制力は2030年以降減少 

世界CO2排出量の削減すピートが速いほど、温暖化を
1.5℃以下に抑える可能性が高くなる。 
CO2以外のガスによる正味放射強制力が下がらな
いと、温暖化を1.5℃以下に抑える可能性が低くなる。 

世界表面気温観
測値の月平均値 

現在までの人為起
源による温暖化の可
能性の高い範囲 



SPM3a| Global emissions pathway characteristics  
世界温室効果ガス排出経路の特徴 

世界総正味CO2排出量 

10億トンCO2/年 

気温上昇を1.5以下に抑える
排出経路のCO2排出量は、ほ
ぼ2050年に正味ゼロになる。 

排出経路の例 

メタン排出量 

ブラックカーボン排出量 

亜酸化窒素排出量 

2010年と比較したCO2以外の排出量 

CO2以外の排出量も1.5℃に抑える

排出経路では減少するが、世界総
正味排出量はゼロとはならない。 

細い線は5-95ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙで、
太い線は25-75ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ 

オーバーシュートなし、あるいは、低い
オーバーシュートに対応する排出経路 

高いオーバーシュートに対応する排出経路 
2℃以下に気候変動を抑える排出経路（上記図には
書かれていない） 

CO2排出量が正味ゼロと
なるタイミング 



SPM3b| ４つの代表的排出経路の例 

世界の正味CO2排出量の排出経路 
化石燃料と産業 AFOLU BECCS 

10億トンCO2/年（GtCO2/年） 10億トンCO2/年（GtCO2/年） 10億トンCO2/年（GtCO2/年） 10億トンCO2/年（GtCO2/年） 

P1:社会、ビジネス、技術
革新により2050年までに

エネルギー需要は下がる
が、生活レベルは上がる。
特に発展途上国で、小規
模エネルギーシステムに
よりエネルギー供給の脱
炭素化が推進される。新
規植林のみがCDRとして
考慮される。CCS付の化石
燃料発電やBECCSは使わ
れない。 

P2:持続性に幅広く焦点を

当てたシナリオ。エネル
ギー強度、人材育成、経
済的収束、国際協力、及
び持続的・健康的消費パ
ターン、低炭素技術への
シフトなどが考慮される。
CDRは使われるが、量は
道筋によって違う。BECCS

の社会的受容性には制約
があり、その中で土地シス
テムは適切に管理される。 

P3:社会および技術発展はこ

れまでのパターンに沿ってい
る道半ばのシナリオ。排出削
減は主にエネルギーと生産
の方法を変えることで達成さ
れ、需要削減はあまり行わ
れない。 

P4:資源とエネルギー集約

のシナリオ。経済発展とグ
ローバル化により、温室効
果ガス排出量の高い交通
燃料や生活用品などが使
われる、温室効果ガス排出
量の多い生活様式。排出量
削減は主に技術手段によっ
て行われ、BECCSの実施に
よるCDRに強く依存している。 



2016-2030 

2016年の投資額 

(出典：McCollum et al., 
Nature Energy 3, 589-599, 
2018) 

総計 

化石燃料の採掘と精製 

送変電、配電、蓄電 

バイオ以外の再生可能エネルギー 

エネルギー効率 

CCSなしの化石燃料発電 

原子力 

バイオエネルギー 

化石燃料の採掘と精製 
送配電（T&D）と蓄電 
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2016-2050 

気候変動を1.5℃に抑えるために必要な2016年から2050年間の追加的年間平均エネルギー関連投資は約0.83兆USD2010 
(0.15兆から1.7兆億USD）と推計される。年間総エネルギー関連投資は、1.46兆から3.51兆USD2100、年間総エネルギー需要
への投資は0.64兆から0.91兆USD2010と推計される。2℃の場合と比べて12％（3％から24％）大きい。低炭素エネルギー技
術やエネルギー効率への年間平均総投資額は2050年までに2015年と比較して、約6倍（4倍から10倍）に増える。（C2.6）  
 

830  10 億 USD 

12% 

640-910 10億 USD 
エネルギー需要投資 

1460-3510 10億 USD 
エネルギー供給投資 

（source: E. Krieger based on SR1.5 Figure 2.27) 

化石燃料の採掘と精製 
送配電（T&D）と蓄電 
原子力とCCS 
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CCSなしの化石燃料発電と
水素 
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持続可能な開発の概念及び貧困撲
滅の努力において世界的な対応を強
化すること 
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気候変動と人々 

• 国連持続的発展目標（SDGs）との密接なリンク 

• 国際協力は、温暖化を1.5℃に制限する重要な要素
である。 
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• 気候変動に適応し、排出量を削減する対策の組み
合わせは、SDGに利益をもたらす可能性がある。 

• 国家や地方自治体、市民社会、民間部門、先住民
族および地域社会は野心的な行動を支持すること
ができる 



削減オプションとSDGsを指標とした持続可能な発展との関連 

（費用と便益の関連は示していない） 

長さは関連の
強さを示す 

色合いは確
信度を示す 

貧困撲滅 
SDG1  

飢餓をなくす 

SDG2 

健康と福祉 

質の高い教育 

ジェンダーの平等 

安全な水とトイレ 

クリーンエネルギー 

働きがいと経済成長 

産業と技術革新 

不平等さの是正 

住み続けられる街づくり 

作る責任。使う責任 

海の豊かさを守ろう 

陸の豊かさを守ろう 

平和と公平 

パートナーシップ 

SDG3 

SDG4 

SDG5 

SDG6 

SDG7 

SDG8 

SDG9 

SDG10 

SDG11 

SDG12 

SDG14 

SDG15 

SDG16 

SDG17 

非常に高い 低い 



まとめ 

• 0.5℃の気温上昇の違いは重要である。 

• 気候変動の影響は既に現れている。 

• 1.5℃に気温上昇を抑えるためには、これまでに類をみな
いシステム・トランジションが必要である。 

• 多層レベル・ガバナンス（国際、国、地方自治体など）、制
度的能力、政策手段、技術革新と移転、資金の移動性、行
動様式やライフスタイルに対応することで、気温上昇を
1.5℃に抑えるためのトランジションの緩和と適応の実行可
能性を強化することができる。 

• 温暖化対策を実行するに、自然科学的取り組みだけでは
不十分で、社会科学とリンクした検討がより重要となる。 

• 気候対策以外の目標との相乗効果を考慮することが重要。
持続可能な発展形態に進んだ方が、脱炭素社会の実現に
結びつく。貧困撲滅、健康被害、倫理や衡平性を考慮する
ことが益々重要となってくる。 



Q&A 
ご清聴ありがとう
ございました。 


